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Ⅱ．公正取引委員会の動き 

主な報道発表（令和３年３月２４日～６月１５日） 

月 日 発表内容 頁 

独占禁止法 

3月 26日 

「フリーランスとして安心して働ける環境を整備するための

ガイドライン」（案）に対する意見募集の結果の公示及び同ガ

イドラインの策定について 

２５ 

3月 26日 
日本アルコン株式会社から申請があった確約計画の認定につ

いて 
２６ 

3月 29日 
「スタートアップとの事業連携に関する指針」の公表につい

て 
２７ 

4月 28日 
「フランチャイズ・システムに関する独占禁止法上の考え方

について」の改正について 
２８ 

５月２６日 令和2年度における独占禁止法違反事件の処理状況について ３０ 

６月 ９日 独占禁止法に関する相談事例集(令和 2年度)について ３１ 

６月１５日

グローバルウェーハズ・ゲーエムベーハーによるシルトロニ

ック・アーゲーの株式取得に関する報告等の要請(第 2次審

査の開始)及び第三者からの意見聴取について 

３２ 

下請法 

3月 31日 下請代金の支払手段について ３３ 

5月 11日 
令和 3年度「下請取引適正化推進月間」キャンペーン標語の

一般公募について 
３４ 

6月 2日
令和2年度における下請法の運用状況及び企業間取引の公正

化への取組 
３５ 

消費税転嫁対策特別措置法 

6月 4日
令和2年度における消費税転嫁対策の取組と今後の取組につ

いて 
３６ 
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景品表示法 

3月 30日 
高知県農業協同組合に対する景品表示法に基づく措置命令に

ついて 
３７ 

３月３１日
株式会社ＧＳＤに対する景品表示法に基づく措置命令につい

て 
３８ 

6月 3日
株式会社ハウワイに対する景品表示法に基づく措置命令につ

いて 
３９ 

6月 11日 
株式会社ププレひまわりに対する景品表示法に基づく措置命

令について 
４０ 

その他 

3月 31日 
デジタル市場における競争政策に関する研究会 報告書「アル

ゴリズム/AI と競争政策」について 
４１ 

5月 17日 
独占禁止政策協力委員等から寄せられた主な意見(令和 2年

度)について 
４２ 

6月 10日 
携帯電話市場における競争政策上の課題について（令和３年

度調査） 
４３ 
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「フリーランスとして安心して働ける環境

を整備するためのガイドライン」（案）に対

する意見募集の結果の公示及び同ガイドラ

インの策定について
「フリーランスとして安心して働ける環境を整備するためのガイドライン」

（案）につきまして，令和２年12月 24日（木）から令和３年１月25日（月）

まで，策定に向けて，広く国民の皆様からの御意見を募集いたしました。  

その結果，意見募集に対して84の団体・個人から御意見が寄せられ，これら

の御意見に対する考え方について，別紙１（注）のとおり取りまとめました。でき

る限り多くの方の意見に対して考え方をお示しするため，団体・個人から複数の

御意見をいただいた場合，その主なものについて記載しております。  

また，お寄せいただいた御意見も踏まえ，内閣官房，公正取引委員会，中小企

業庁，厚生労働省の連名で「フリーランスとして安心して働ける環境を整備する

ためのガイドライン」を策定いたしました。意見募集時からの本文の変更点につ

いては別紙２にまとめています。  

御意見をお寄せいただいた皆様に感謝申し上げるとともに，引き続き，施策の

推進に関しまして御理解と御協力をいただきますようお願い申し上げます。 

独占禁止法 
令和３年３月２６日公表

（注）別紙１については公取委ＨＰを御確認ください。以下別紙２についても同様です。

詳しくは公取委ＨＰ  

トップページ→報道発表・広報活動→報道発表資料→最近の報道発表資料（令和３年）→３月→(令和

3年 3月 26日)「フリーランスとして安心して働ける環境を整備するためのガイドライン」（案）に

対する意見募集の結果の公示及び同ガイドラインの策定について 

（https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2021/mar/210326.html）を御覧ください。
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日本アルコン株式会社から申請があった確

約計画の認定について 

公正取引委員会は,日本アルコン株式会社(以下「日本アルコン」といいます。)から独占禁止法

第 48 条の 7 第 1 項の規定に基づき申請された確約計画が，独占禁止法の規定に違反する疑い

のある以下に記載の行為が排除されたことを確保するために十分なものであり，かつ，その内容

が確実に実施されると見込まれるものであると認め，同法第 48 条の 7 第 3 項の規定に基づき

当該計画を認定 (注 1)(注 2) しました。 

当該申請は，公正取引委員会が同法第 48 条の 6 の規定に基づき令和 3 年 1 月 7 日に行っ

た，日本アルコンの以下に記載の行為が同法第 19 条(不公正な取引方法第 12 項〔拘束条件付

取引〕)の規定に違反する疑いがある旨の通知を受けた日本アルコンによって，確約計画の認定

を求めてなされたものです。 

なお，本認定は，公正取引委員会が日本アルコンの当該行為が独占禁止法の規定に違反するこ

とを認定したものではありません。 

(注 1)確約計画の認定は，確約手続に係る通知を受けた事業者から申請された確約計画を公正取引委員
会が認定するという，独占禁止法に基づく行政処分です。 

(注 2) 公正取引委員会は,認定した確約計画の内容が実施されていないなどの場合には，独占禁止法第
48条の9第 1項の規定により当該認定を取り消し，確約手続に係る通知を行う前の調査を再開す
ることとなります。 

独占禁止法 
令和３年３月２６日公表

本 件 被 疑 行 為 の 概 要   

詳しくは公取委ＨＰ  

トップページ→報道発表・広報活動→報道発表資料→最近の報道発表資料（令和３年）→３月→(令和

３年３月２６日) 日本アルコン株式会社から申請があった確約計画の認定について 

（https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2021/mar/210326daigo.html）を御覧く

ださい。 



27 

(注)別紙１ないし別紙３については公取委ＨＰを御確認ください。 

詳しくは公取委ＨＰ  

トップページ→報道発表・広報活動→報道発表資料→最近の報道発表資料（令和３年）→３月→(令和

３年３月２９日) 「スタートアップとの事業連携に関する指針」の公表について 

（https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2021/mar/210329.html）を御覧ください。

「スタートアップとの事業連携に関する指針」の公

表について 

独占禁止法
令和３年３月２９日公表 

１ 公正取引委員会と経済産業省は共同して，令和２年１１月公表の「スタート

アップの取引慣行に関する実態調査報告書」の内容を踏まえ，スタートアップ

と連携事業者との間であるべき契約の姿・考え方を示すことを目的として，ス

タートアップとの事業連携に関する指針（以下「本指針」という。）を策定する

こととし，令和２年１２月２３日に原案を公表し，令和３年１月２５日を期限

として，関係各方面から広く意見を募集しました。 

２ 今回の意見募集では，２１件の意見が提出されました。公正取引委員会及び

経済産業省は，提出された意見等を慎重に検討した結果，原案を一部変更した

上で別紙１（注）のとおり，本指針を策定し，公表しました。提出された意見の

概要及びそれに対する公正取引委員会及び経済産業省の考え方は別紙２（注），

変更点は別紙３（注）のとおりです。 

３ 公正取引委員会及び経済産業省は，本指針を事業者等に十分に周知し，事業

者の独占禁止法違反行為の未然防止等に役立てるとともに，公正取引委員会

は，引き続き，独占禁止法を適正に運用してまいります。 



28 

「フランチャイズ・システムに関する独占禁

止法上の考え方について」の改正について

１  公正取引委員会は，フランチャイザー（以下「本部」といいます。）とフランチャイ

ジー（以下「加盟者」といいます。）の取引において，どのような行為が独占禁止法上

問題となるかについて具体的に明らかにすることにより，本部の独占禁止法違反行為

の未然防止とその適切な事業活動の展開に役立てるために，「フランチャイズ・シス

テムに関する独占禁止法上の考え方について」（平成14 年４月24 日公正取引委員

会。以下「本考え方」といいます。）を策定し，公表しています。 

２  公正取引委員会は，フランチャイズ・システムを用いて事業活動を行うコンビニエ

ンスストアの本部と加盟者との取引等について，24 時間営業をはじめとして，これ

までのコンビニエンスストアの本部と加盟者との在り方を見直すような動きが生じ

ていることなどを受けて，両者の取引の実態を把握すべく，我が国に所在する大手コ

ンビニエンスストアチェーンの全ての加盟者を対象とした初めての大規模実態調査

を行い，令和２年９月に調査報告書を公表しました（注１）。当該調査の結果，コンビ

ニエンスストアの本部と加盟者との取引においては，今なお多くの取り組むべき課題

があることが明らかとなったため，公正取引委員会は，当該課題を踏まえて，本部に

自主的な点検及び改善を要請するとともに，本考え方を改正することとし，令和３年

１月29 日に原案を公表し，同年３月１日を期限として，関係各方面から広く意見を

募集したところです。 

３  今回の意見募集では，44 件の意見が提出されました。公正取引委員会は，提出さ

れた意見等を慎重に検討した結果，原案を一部変更した上で，別紙１（注２）のとおり，

本考え方を改正し，公表することとしました。提出された意見の概要及びそれに対す

る公正取引委員会の考え方は別紙２，変更点は別紙３のとおりです。 

なお，提出された意見については，公正取引委員会事務総局経済取引局取引部企業

取引課において閲覧に供します。 

４  公正取引委員会は，本考え方を，フランチャイズ・システムを用いる事業者等に十

分に周知し，事業者の独占禁止法違反行為の未然防止等に役立てるとともに，引き続

き，コンビニエンスストアの本部と加盟者との取引について，本部による自主的な点

検及び改善の動向に注視し，独占禁止法を適正に運用してまいります。 

独占禁止法 
令和３年４月２８日公表

（注１）「コンビニエンスストア本部と加盟店との取引等に関する実態調査について」 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2020/sep/200902_1.html 

（注２）別紙１については公取委ＨＰを御確認ください。以下別紙２及び別紙３について

も同様です。 
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詳しくは公取委ＨＰ  

トップページ→報道発表・広報活動→報道発表資料→最近の報道発表資料（令和３年）

→４月→(令和 3年 4月 28日)「フランチャイズ・システムに関する独占禁止法上の考

え方について」の改正について 

（https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2021/apr/210428fcgl.html）

を御覧ください。 
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令和2年度における独占禁止法違反事件の

処理状況について 

公正取引委員会は，迅速かつ実効性のある事件審査を行うとの基本方針の下，

国民生活に影響の大きい価格カルテル・入札談合・受注調整，中小事業者等に不

当に不利益をもたらす優越的地位の濫用や不当廉売などに厳正かつ積極的に対

処することとしています。 

令和 2年度においては，私的独占事案，価格カルテル事案，入札談合事案及び

受注調整事案について積極的に審査を行い，排除措置命令及び課徴金納付命令を

行ったことに加え，国民生活に広範な影響を及ぼすと考えられる悪質かつ重大な

入札談合事案について告発を行いました。また，IT・デジタル関連分野，人材関

連分野，新型コロナウイルス感染症関連分野等についても積極的な審査を行い，

確約計画を認定するなどの対処を行いました。このように，社会的ニーズに的確

に対応し，多様な事件に取り組みました。 

事件審査においては，独占禁止法を迅速・確実に執行していくため，収集した

データをより効率的に分析する新システムを整備しました。また，事件調査の対

象の事業者から提出があった経済分析に基づく意見書について詳細に分析・検討

等を行うなど，必要に応じて経済分析を行いました。 

さらに，令和2年12月に施行された独占禁止法改正により，調査協力減算制

度が導入されました。これに先立ち，同年9月に，事業者にとっての予見可能性

及び法運用の透明性を高め，事件調査への事業者による協力を促すことを目的に

「調査協力減算制度の運用方針」を策定し，これに則って同制度を運用していく

こととしました。 

令和２年度における排除措置命令の状況，課徴金納付命令の状況，公正取引委

員会に寄せられた報告（申告）の件数等については，下記のＵＲＬからご覧いた

だけます。 

独占禁止法 
令和３年５月２６日公表

詳しくは公取委ＨＰ  

トップページ→報道発表・広報活動→報道発表資料→最近の報道発表資料（令和３年）→５月→(令和

３年５月２６日) 令和2年度における独占禁止法違反事件の処理状況について 

（https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2021/may/210526.html）を御覧ください。
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独占禁止法に関する相談事例集(令和 2年

度)について 

公正取引委員会は，独占禁止法の運用に当たり，独占禁止法違反行為の未然防

止と事業者及び事業者団体(以下「事業者等」といいます。)の適切な事業活動に

役立てるため，事業者等が実施しようとする具体的な行為に関して個別の相談に

対応しています。 

また，公正取引委員会では，事業者等の独占禁止法に関する理解を一層深める

ことを目的として，相談者以外にも参考になると考えられる主要な相談の概要を

取りまとめ，相談事例集として毎年公表しています。 

このたび，公正取引委員会は，令和2年度における事業者等の活動に関する主

要な相談事例を取りまとめ，「独占禁止法に関する相談事例集(令和 2 年度)」と

して公表しました。今回の相談事例集には，以下の 11件の相談事例を掲載して

おり，各事例の内容は，公取委HPで御確認していただくことができます。 

１ 新型コロナウイルス感染症に係る活動に関する相談(3 件) 

２ 事業者の活動に関する相談(4件) 

３ 事業者団体の活動に関する相談(4件) 

独占禁止法 
令和３年６月９日公表 

詳しくは公取委ＨＰ  

トップページ→報道発表・広報活動→報道発表資料→最近の報道発表資料（令和３年）→６月→(令和

３年６月９日) 独占禁止法に関する相談事例集(令和 2年度)について 

(https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2021/jun/210609.html)をご覧ください。 
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グローバルウェーハズ・ゲーエムベーハー
によるシルトロニック・アーゲーの株式取
得に関する報告等の要請(第 2次審査の開
始)及び第三者からの意見聴取について 

公正取引委員会は，グローバルウェーハズ・ゲーエムベーハー(本社ドイツ。以

下「グローバルウェーハズ」といいます。)によるシルトロニック・アーゲー(本社

ドイツ)の株式取得(以下「本件株式取得」といいます。)について，グローバルウェ

ーハズから独占禁止法の規定に基づく計画届出書の提出を受け，本件株式取得が

競争に与える影響について審査を行ってきましたが，より詳細な審査が必要であ

ると認められましたので，同法第 10 条第 9 項の規定に基づき，グローバルウェ

ーハズに対し，報告等を求めました。また，本件株式取得が競争に与える影響につ

いて，第三者からの意見書を受け付けることとしました。 

なお，当委員会が本件株式取得について報告等の要請を行ったことは，本件株式

取得が独占禁止法上問題となることを意味するものではありません。 

独占禁止法（企業結合） 
令和３年６月１５日公表

詳しくは公取委ＨＰ  

トップページ→報道発表・広報活動→報道発表資料→最近の報道発表資料（令和３年）→６月→(令和

３年６月１５日) グローバルウェーハズ・ゲーエムベーハーによるシルトロニック・アーゲーの株

式取得に関する報告等の要請(第 2次審査の開始)及び第三者からの意見聴取について 

(https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2021/jun/210615w.html)をご覧ください。
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下請代金の支払手段について

公正取引委員会は，中小事業者の取引条件の改善を図る観点から，下請法等の

一層の運用強化に向けた取組を進めており，その取組の一環として，平成２８年

１２月に下請代金の支払はできる限り現金によるものとすること等を要請した

ところです。 

今般，下請代金の支払の更なる適正化を図るため，公正取引委員会事務総長及

び中小企業庁長官の連名の文書をもって関係事業者団体に対して要請すること

としました。 

下請法 
令和３年３月３１日公表

詳しくは公取委ＨＰ  

トップページ→報道発表・広報活動→報道発表資料→最近の報道発表資料（令和３年）→３月→(令和

３年３月３１日)下請代金の支払手段についてについて 

（ https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2021/mar/210331_shitaukeshudan.ht

ml）を御覧ください。 
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◇テーマ選定の理由 

新型コロナウイルス感染症の影響により，下請事業者をはじめとした中小企業・小規模

事業者が厳しい経営環境に直面している今こそ，発注内容の明確化等を通じて，発注内容

の頻繁な変更を抑制する必要があります。そこで，下請取引の大原則である発注書面の交

付義務について改めて考えることにより，下請取引の基盤をしっかりしたものにすること

を目的としたテーマとしました。 

●過去１０年間の「下請取引適正化推進月間」キャンペーン標語 

令和 ２ 年度 叩くのは 価格ではなく 話し合いの扉 

令和 元 年度 無茶な依頼 しないさせない 受け入れない 

平成 30年度 見直そう 働き方と 適正価格 

平成 29年度 取引条件 相互に築く 未来と信頼 

平成 28年度 下請けの 確かな技術に 見合った対価 

平成 27年度 押しつけず 叩かず 決めよう 適正価格 

平成 26年度 信用は 適正払いの 積み重ね 

平成 25年度 下請代金 きちっと払って 築こう信用 

平成 24年度 下請法 知って守って 企業のモラル 

平成 23年度 交付しよう 発注書面 トラブル回避の第一歩 

令和３年度「下請取引適正化推進月間」キ

ャンペーン標語の一般公募について

公正取引委員会及び中小企業庁は，毎年１１月を「下請取引適正化推進月間」

とし，下請法の普及・啓発に係る取組を集中的に実施しています。 

今年度も，下請取引適正化推進月間における下請取引の適正化に向けた取組を

効果的に PRすることを目的として，キャンペーン標語の一般公募を行うことと

しました。 

令和３年度のキャンペーン標語のテーマは「書面の交付義務」です。テーマ選

定の理由及び過去１０年間のキャンペーン標語は次のとおりです。 

※申し訳ありませんが公募期間は６月１０日までのため，既に終了しています。 

下請法 
令和３年５月１１日公表

詳しくは公取委ＨＰ  

トップページ→報道発表・広報活動→報道発表資料→最近の報道発表資料（令和３年）→５月→(令和

３年５月１１日)下請代金の支払手段についてについて 

（https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2021/may/210511.html）を御覧ください。
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令和2年度における下請法の運用状況及び

企業間取引の公正化への取組

公正取引委員会は，６月２日，「令和２年度における下請法の運用状況及び企

業間取引の公正化への取組」を公表しました。主な内容は以下のとおりです。 

●下請法違反行為に対する勧告等 

勧告４件。指導は過去最高の８，１０７件 

●下請事業者が被った不利益の原状回復の状況 

親事業者２１６名から，下請事業者６，３５４名に対し，下請代金の減額分

の返還等，総額５億３９９２万円相当の原状回復が行われた。 

●各種講習会の開催 

下請取引適正化推進講習会を３２会場にて開催。また，下請法基礎講習会を

５９回開催 

●下請法等に係る相談対応 

１０，８３８件の相談に対応 

●取引実態調査等 

コンビニエンスストア本部と加盟店との取引等に関する実態調査及び「フラ

ンチャイズ・システムに関する独占禁止法上の考え方」の改正 

●新型コロナウイルス感染症に関連した取組 

下請法等に係るＱ＆Ａの公表。下請法基礎講習会のｅラーニング教材の公表

●下請代金の支払の適正化に向けた取組 

おおむね３年以内を目途として可能な限り速やかに手形等のサイトを６０

日以内とすることなど，下請代金の支払の適正化に関する要請を行った。 

下請法 
令和３年６月２日公表 

詳しくは公取委ＨＰ  

トップページ→報道発表・広報活動→報道発表資料→最近の報道発表資料（令和３年）→６月→(令和

３年６月２日) 令和２年度における下請法の運用状況及び企業間取引の公正化への取組 

（https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2021/jun/210602.html）を御覧ください。
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令和2年度における消費税転嫁対策の取組

と今後の取組について

公正取引委員会は，６月４日，「令和2年度における消費税転嫁対策の取組と

今後の取組について」を公表しました。主な内容は以下のとおりです。 

●消費税転嫁対策特措法違反行為に対する勧告等 

勧告５件。指導２８０件 

●特定供給事業者が被った不利益の原状回復の状況 

特定事業者２７９名から，特定供給事業者４６，５０４名に対し，総額７億

３２５７万円相当の原状回復が行われた。 

●転嫁拒否行為等に係る相談対応 

５５３件の相談に対応 

●事業者及び事業者団体に対するヒアリング調査 

様々な業界における転嫁拒否行為に関する情報や取引実態を把握するため，

１，４３０名の事業者及び８９２の事業者団体に対してヒアリング調査を実施

●消費税転嫁対策特別措置法の失効に関する取組 

消費税転嫁対策特別措置法は，令和３年３月３１日をもって失効したが，同

法の失効後における転嫁拒否行為に関して，特に注意すべき点について，独占

禁止法及び下請法の考え方をＱ＆Ａ形式で示した「消費税転嫁対策特別措置法

の失効後における消費税の転嫁拒否等の行為に係る独占禁止法及び下請法の

考え方に関するＱ＆Ａ」を作成し，公正取引委員会ＨＰの消費税転嫁対策コー

ナーに掲載 

消費税転嫁対策特別措置法 
令和３年６月４日公表 

詳しくは公取委ＨＰ  

トップページ→報道発表・広報活動→報道発表資料→最近の報道発表資料（令和３年）→６月→(令和

３年６月４日) 令和 2年度における消費税転嫁対策の取組と今後の取組について 

（https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2021/jun/210604.html）を御覧ください。
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高知県農業協同組合に対する景品表示法に

基づく措置命令について

消費者庁は，高知県農業協同組合に対し，同組合が供給する米に係る表示につ

いて，消費者庁及び公正取引委員会(公正取引委員会事務総局近畿中国四国事務

所四国支所)の調査の結果を踏まえ，景品表示法に違反する行為(同法第 5条第1

号(優良誤認)に該当)が認められたことから，同法第7条第 1項の規定に基づき，

措置命令を行いました。 

景品表示法（優良誤認） 
令和３年３月３０日公表

実際の表示（一部）

詳しくは公取委ＨＰ  

トップページ→報道発表・広報活動→報道発表資料→最近の報道発表資料（令和３年）→３月→(令和

3年 3月 30日)高知県農業協同組合に対する景品表示法に基づく措置命令について 

（https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2021/mar/210330.html）を御覧ください。
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株式会社ＧＳＤに対する景品表示法に基づ

く措置命令について

消費者庁は，株式会社ＧＳＤに対し，同社が供給する「ＩＯＮ
イ オ ン

 ＭＥＤＩＣ
メ デ ィ ッ ク

 Ｏ
オ

－
－

ＲＥＬＡ
リ ラ

」と称

する商品に係る表示について，消費者庁及び公正取引委員会（公正取引委員会事務総局東北事務

所）の調査の結果を踏まえ，景品表示法に違反する行為（同法第５条第１号（優良誤認）に該当）

が認められたことから，同法第７条第１項の規定に基づき，措置命令を行いました。 

景品表示法（優良誤認） 
令和３年３月３１日公表

詳しくは公取委ＨＰ  

トップページ→報道発表・広報活動→報道発表資料→最近の報道発表資料（令和３年）→３月→

(令和 3年 3月 31日)株式会社ＧＳＤに対する景品表示法に基づく措置命令について 

（https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2021/mar/210331.html）を御覧くだ

さい。 

実際の表示（一部）
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株式会社ハウワイに対する景品表示法に基

づく措置命令について

消費者庁は，株式会社ハウワイに対し，同社が供給する「エターナルアイラッ

シュ」と称する商品及び「重ね発酵ハーブ茶」と称する食品に係る表示について，

消費者庁及び公正取引委員会（公正取引委員会事務総局近畿中国四国事務所）の

調査の結果を踏まえ，それぞれ，景品表示法に違反する行為（同法第５条第１号

（優良誤認）に該当）が認められたことから，同法第７条第１項の規定に基づき，

措置命令を行いました。 

景品表示法（優良誤認） 
令和３年６月３日公表 

実際の表示（一部）

詳しくは公取委ＨＰ  

トップページ→報道発表・広報活動→報道発表資料→最近の報道発表資料（令和３年）→６月→(令和

3年 6月 3日)株式会社ハウワイに対する景品表示法に基づく措置命令について 

（https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2021/jun/210603_honbun.html）を御覧

ください。 

（エターナルアイラッシュ） （重ね発酵ハーブ茶） 
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株式会社ププレひまわりに対する景品表示

法に基づく措置命令について

消費者庁は，株式会社ププレひまわりに対し，同社が供給する「ウイルオフ ス

トラップタイプ」と称する商品に係る表示について，消費者庁及び公正取引委員

会（公正取引委員会事務総局近畿中国四国事務所中国支所）の調査の結果を踏ま

え，景品表示法に違反する行為（同法第５条第１号（優良誤認）に該当）が認め

られたことから，同法第７条第１項の規定に基づき，措置命令を行いました。 

景品表示法（優良誤認） 
令和３年６月１１日公表

詳しくは公取委ＨＰ  

トップページ→報道発表・広報活動→報道発表資料→最近の報道発表資料（令和３年）→６月→(令和

3年 6月１１日)株式会社ププレひまわりに対する景品表示法に基づく措置命令について 

（https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2021/jun/210611_honbun.html）を御覧

ください。 

実際の表示（店頭ＰＯＰ） 
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デジタル市場における競争政策に関する研

究会 報告書「アルゴリズム/AI と競争政

策」について 
近年の急速な技術の進展により変化の激しいデジタル市場においては，公正か

つ自由な競争を確保し，事業者の創意工夫を促すため，デジタル市場の取引実態

や競争環境に即して，競争政策を有効かつ適切に推進していくことが重要となっ

ています。 

アルゴリズムやAI（人工知能）は，デジタル市場におけるイノベーションのプ

ロセスの鍵となる技術であり，多くの事業者がアルゴリズムや AI を利用して事

業活動を行っています。そのため，デジタル市場における競争政策の推進のため

には，アルゴリズムや AI がもたらす事業活動や競争環境の変容を理解すること

が重要です。 

また，アルゴリズムや AI は，事業活動を効率化させ，消費者の利便性を向上

させるなど社会に大きな便益をもたらす一方で，アルゴリズムや AI を利用した

反競争的行為について海外当局が措置を講じた事例が出てきているなど，我が国

においても，アルゴリズム/AI と競争政策を巡る課題・論点について検討する必

要性が高まっています。 

公正取引委員会は，このような認識の下，デジタル市場における独占禁止法・

競争政策上の諸論点や課題について研究を行うことを目的として，経済取引局長

主催の「デジタル市場における競争政策に関する研究会」（座長：柳川範之 東京

大学大学院経済学研究科教授）を開催し，アルゴリズム/AI と競争政策について，

令和２年７月から８回にわたって検討を行ってきました。 

同研究会の報告書「アルゴリズム/AI と競争政策」を公表しました（注）。 

（注）報告書については公取委HPをご確認ください。 

令和３年３月３１日公表

詳しくは公取委ＨＰ  

トップページ→報道発表・広報活動→報道発表資料→最近の報道発表資料（令和３年）→３月→(令和

３年３月３１日)デジタル市場における競争政策に関する研究会 報告書「アルゴリズム/AI と競争政

策」について 

(https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2021/mar/210331_digital.html)をご覧くだ

さい。 
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独占禁止政策協力委員等から寄せられた主

な意見（令和２年度）について 

 公正取引委員会は，競争政策への理解の促進と地域の経済社会の実情に即した

競争政策の運営に資するため，独占禁止政策協力委員制度を設置し，各地域の有

識者１５０名に委員を委嘱するとともに，各地域の経済団体などとの懇談会を開

催し，独占禁止法などの運用や競争政策の運営などについて意見及び要望を聴取

しています。 

 令和２年度に寄せられた主な意見は，以下の項目で公取委HPに掲載しており

ます（注）。 

１ 変化する社会経済環境における公正取引委員会に対する期待について 

２ 新型コロナウイルスの感染拡大がもたらす経済や事業活動等への影響， 

  事業者・消費者が直面する課題等について 

３ 地域経済の実情と競争政策上の課題について 

４ 優越的地位の濫用規制・下請法の規制について 

５ 競争環境の整備に係る調査・提言について 

６ 消費税転嫁対策について 

７ 広報・広聴活動について 

（注）地域ブロックごとの詳細は，公取委HPをご確認ください。 

令和３年５月１７日公表

詳しくは公取委ＨＰ  

トップページ→報道発表・広報活動→報道発表資料→最近の報道発表資料（令和３年）→５月→(令和

３年５月１７日)独占禁止政策協力委員等から寄せられた主な意見（令和２年度）について 

(https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2021/may/210517.html)をご覧ください。 
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携帯電話市場における競争政策上の課題に

ついて（令和３年度調査） 

1 調査の趣旨 

携帯電話は，国民生活に必要不可欠なものであり，家計に占める携帯電話通

信料の割合はこれまで増加傾向にあったことから，料金の低廉化・サービスの

向上を図るために競争環境を整備することは，政府の重要な課題となっていま

す。 

公正取引委員会は，平成２８年８月と平成３０年６月に「携帯電話市場にお

ける競争政策上の課題について」実態調査報告書を公表しましたが，平成３０

年度報告書の公表以降，携帯電話市場においては，通信料金と端末代金の完全

分離等を内容とする電気通信事業法の一部を改正する法律が令和元年１０月

１日に施行され，また，新たな通信事業者が MNO（Mobile Network 

Operator）（注１）として参入するなど，競争環境に様々な変化が生じています。

このため，携帯電話市場の競争状況を把握し，競争政策上の問題を検討する

ため，平成３０年度報告書のフォローアップ調査を行いました。 

これに加え，消費者が最適な料金プランを選びやすい環境の整備に向けた課

題，携帯電話端末に係る課題，MVNO（Mobile Virtual Network Operator）

（注２）の競争環境の確保に向けた課題，MNO と販売代理店との取引に関する

課題等についての調査・検討を行いました。 

なお，本報告書のうち，第４の「５ 中古端末の流通」及び「６ 携帯電話

端末の修理」については，総務省と合同で行った調査に基づくものです。  

（注１）MNOとは，電気通信役務としての移動体通信サービスを提供する電気通信事業を営む者であっ

て，当該移動体通信サービスに係る無線局を自ら開設（開設された無線局に係る免許人等の地位の

承継を含む。）又は運用している者である。 

（注２）MVNOとは，①MNOの提供する移動体通信サービスを利用して，又はMNOと接続して，移

動体通信サービスを提供する電気通信事業者であって，②当該移動体通信サービスに係る無線局

を自ら開設しておらず，かつ，運用をしていない者である。 

2 調査の結果 

概要及び報告書本体については公取委ＨＰを御確認ください。

令和３年６月１０日公表

詳しくは公取委ＨＰ  

トップページ→報道発表・広報活動→報道発表資料→最近の報道発表資料（令和３年）→６月→(令和

３年６月１０日) 携帯電話市場における競争政策上の課題について（令和３年度調査） 

(https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2021/jun/210610.html)をご覧ください。 


